
A. 先端拠点形成型

研究拠点形成事業に至る事業の変遷

研究拠点形成事業

先端研究拠点事業

アジア研究教育拠点事業

アジア・アフリカ学術基盤形成事業

旧事業

【対象国】 米・英・仏・独・伊・蘭・西・加・
ｽｲｽ・ｵｰｽﾄﾘｱ・ﾍﾞﾙｷﾞｰ・ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ・ｽｳｪｰﾃﾞﾝ・
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ・ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ （２か国以上）

【拠点形成型】
・２年間
・ﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｧﾝﾄﾞ望ましい
・2000万円／年

【国際戦略型】
・３年間
・ﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｧﾝﾄﾞ必須
・3000万円／年

【 対象国 】 アジア・アフリカ各国
【支援期間】 ３年間
【費用負担】 マッチングファンド不要
【支援経費】 500万円／年

整理・統合

【 対象国 】 ２か国以上

【支援期間】 ５年間

【費用負担】 マッチングファンド必須

【支援経費】 1800万円以内／年

【 対象国 】 アジア・アフリカ各国

２か国以上

【支援期間】 ３年間

【費用負担】 マッチングファンド不要

【支援経費】 800万円以内／年

平成15～27年度

平成17～27年度

拠点大学交流事業

重点研究国際研究協力事業

平成6～18年度

平成17～25年度

昭和53～平成22年度

過去事業

【対象研究】我が国において
重点的に推進されている研究

・JSPSと相手国の学術振興機関との覚
書に基づき、対等に経費を分担して実施
・非公募

・二国間交流（一部多国間交流）

【相手国（実績）】米・仏・独・
中・英・伊

【支援期間】 ３年間

【 対象国 】 アジア各国

【支援期間】 １０年間

・JSPSと相手国の学術振興機関との覚
書に基づき実施。

多くの場合、派遣・受入経費ともに本会
が負担。（一部の交流については、相手
国と経費分担のケースもあり）
・非公募

・二国間及び多国間交流

・国際戦略型のいくつかの課題については相
手国の学術振興機関との覚書を締結

移行
審査

【 対象国 】 アジア各国
【支援期間】 ５年間

【費用負担】 マッチングファンド必須
【支援経費】 1200万円／年

・相手国の学術振興機関との覚書なし

・相手国の学術振興機関との覚書なし

・独立行政法人の事務事業の見直しの基本方針
（H22年12月7日閣議決定）

・JSPS国際事業のあり方に関するタスクフォース

・相手国の学術振興機関との覚書なし

・相手国の学術振興機関との覚書なし

B. アジア・アフリカ学術基盤形成型

（※平成27年度募集要項までは2000万円以内／年）

※相手国実績：タイ・インドネシア・フィリピン・シン
ガポール・マレーシア・ベトナム・中国・韓国・インド

平成24年度～

平成24年度～
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